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  ２．前回までの議論の整理  
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  ４．その他  

  ５．閉 会  
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≪１．  開会≫  

 

○原事務局長 時間になりましたので、始めさせていただきたいと思います。  

 本日は皆様、お忙しいところお集まりいただき、ありがとうございます。ただい

まから「消費者委員会消費者安全専門調査会」の第８回会合を開催いたします。  

 なお、本日は専門委員の大前委員が御欠席と伺っております。  

 それでは、配付資料の確認をさせていただきたいと思います。配付資料はお配り

しております議事次第の裏面に配付資料一覧を掲載しております。  

 資料１「事故情報の公表・活用に関する前回までの議論の整理」。  

 資料２といたしまして「生命・身体被害に係る消費者事故情報の公開等について」。

これは消費者庁から御準備をいただいている資料になります。  

 資料３「事故情報データバンクに登録された事故情報」。  

 資料４「生命・身体事案に関する消費者庁からの注意喚起・依頼」。  

 それ以降は参考資料１としてお付けしておりますけれども、「欧州における民生

品の安全確保」ということで、中尾委員から御提供いただいている資料。  

 参考資料２として「EU のニューアプローチ指令」ということで、中嶋委員から

御提供いただいている資料。  

 参考資料３の関連は枝番号が付いておりますけれども「生命・身体被害に係る消

費者事故情報等の公表に関する基本要領」ということで、これに関連する資料とし

て消費者庁から御準備いただいた資料をお付けしております。  

 以上ですけれども、審議の途中で不足の資料等ございましたら、事務局までお申

し出いただけたらと思います。  

 それでは、宇賀座長、議事進行をどうぞよろしくお願いいたします。  

○宇賀座長 皆さんおはようございます。本日は消費者委員会の事務局から原事務

局長のほか齋藤審議官、消費者庁からも金児首席情報分析官に御出席いただいてお

ります。  

 なお、本日の会議につきましては公開で行います。議事録につきましても後日、

公開することといたします。  

 それでは、議事に入らせていただきます。議事次第の「２．前回までの議論の整

理」につきまして、資料１「事故情報の公表・活用に関する前回までの議論の整理」

に基づきまして、事務局から御説明いただきたいと思います。  

 

≪２．  前回までの議論の整理≫  

 

○齋藤審議官 事務局の齋藤です。資料１でございます。「事故情報の公表・活用

に関する前回までの議論の整理」ということで、前回４月の専門調査会におきまし
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て、第１回から第６回までの３ページまでにつきましては御説明をしたところでご

ざいます。４～６ページの部分が前回４月の専門調査会で御議論いただいた部分を

整理しております。その内容を簡単に振り返りたいと思います。  

 ４ページ「第７回（事故情報の公表について）」でございますけれども、その際

の御議論が非常に多岐に渡ったこともございますので、５つほどカテゴリに分けて

整理しております。  

 最初に情報をどのように届けるかという観点からの御意見がございました。  

最初に３つほどかたまりがございまして、子ども安心メールというものを今、消

費者庁の方で届けている。これはまさに届けているものでございますけれども、こ

ういう形の情報発信について１つ目のポツでは大変結構なことですという御意見

がございましたが、高齢者についてもこのような考え方でやったらどうかという御

意見がございました。  

 ２つ目のポツでございますけれども、発信のやり方としてアクティブな発信とパ

ッシブな発信と考えたときに、子ども安心メールというのはアクティブな発信とい

う意味で、良い試みではないかという御発言がございました。  

 ３つ目のポツでございますが、この子ども安心メールは子どももいずれ育ってい

くということでありますので、こまめにフォローすることが必要ではないか。母子

手帳のように必ずほぼ全員がこの入口を通っていくという形で、準備していくとい

う考え方が必要ではないかという御発言がございました。  

 次の２つはまた別の角度ですけれども、ホームページを活用するということで、

事故があったときには事故があった会社のホームページを見るということですの

で、ホームページの内容をわかりやすくしていくことが重要ではないか。また、一

定期間そういう注意喚起のページをつくらなければいけないという、何らかの規制

を考えたらどうかという御提案がございました。  

 ホームページとか記者公表では情報の伝わらない人たちに対して、消費生活セン

ターが注意喚起をしていくというやり方があるわけですけれども、その数がまだ少

ないということであります。他方でそういう期待を寄せられている消費生活センタ

ーの方からすると、まだ十分な情報が消費生活センターにタイムリーに寄せられて

いない。その辺を何とかしてもらえないかという御発言がございました。  

 情報が届くということと、届いた情報がちゃんと解釈されているかを分けて考え

る必要があるのではないか。この解釈するという点については生の情報だけではな

くて、消費者が理解できるようなサポートを考える必要があるのではないかという

御指摘がございました。  

 サポートという意味では、国民生活センターの発信している注意喚起がわかりや

すいという御発言がございました。具体的に「くらしの危険」というリーフレット

がわかりやすいという御指摘もございましたが、そういった注意情報がもっと末端、
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隅々まで届けられるようになることが必要ではないかという御発言がございまし

た。  

 最後に、だれに、どういうふうに情報を届けるかということについて、整理をす

る必要があるのではないか。役所の場合には業界団体を使うとか、学校であれば学

校の教育現場を使うとか、いろいろなルートがあるのではないか。そういうルート

をもっと活用することを考えたらどうかという御指摘がございました。  

 ５ページ、２つ目のカテゴリですけれども、情報を役に立つものにする工夫とい

うことでございますが、最初のポツにありますのは、もっとメリハリをつけて注目

してもらう必要があるのではないか。同じようなタイプのケースがあることを示す

とか、何らかの工夫ができないか。  

 画像であるとかイラスト、絵柄で見せるのが非常に有効ではないかという御指摘

がございました。  

 単に公表することが目的ではなくて、発生・拡大防止につなげていくという観点

から、事故の内容だけではなくて消費者、使用者が気をつけるようなことまで踏み

込んで公表すべきではないかという御指摘がございました。  

 消費者庁ができてから、誤使用というものでも拾い上げて注意喚起につなげてい

くということがなされているということは、良くなったということではないかとい

う評価がございましたけれども、消費生活センターに寄せられてくるさまざまな重

大事故につながるかもしれないという情報が、まだ十分活用されていない。そうい

うものをもっと活用していく体制をつくっていく必要があるのではないかという

御指摘がございました。  

 注意喚起を行うに当たって、どこに重点を置いていくのか。これを絞り込む能力

が問われているという御指摘がございました。  

 ３つ目のカテゴリですが、情報の共有と情報の活用を分けて考える必要があると

いうことに関連した御発言がございまして、最初のポツですけれども、１つは客観

的にどういう事故があったかという事実の問題と、評価あるいは指導、アドバイス

の部分という２つの部分に分けられるのではないか。この２つ目の注意喚起につい

ても受け手の立場でどう気をつければいいのかという観点から見直してほしい。事

故原因が究明できない場合でも、まず気をつけてください。追加の情報がわかった

ら更に公表しますというようなやり方がよいのではないかという御発言がござい

ました。  

 その次のポツは事故情報の公表ということで、事故情報を共有していくという段

階と、事故情報を活用していくという段階があって、それぞれ情報の出し方は異な

るのではないか。情報共有の段階では関心のある人がそれぞれの役割を果たしても

らう。それでも動かないときは２つ目の段階で、消費者庁が補っていくという形で

考えていく必要があるのではないかという御指摘がございました。  
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 最後のポツですけれども、情報共有と情報への対応は分けて考える必要があるが、

両者は密接に関係しており、物によっては対応の仕方が違うものも出てくると思う。

だれを対象にやっているのか整理して、活用できるようにしてほしいという御意見

もございました。  

 ６ページ、４つ目のカテゴリですが、製品起因に関連いたしまして、最初のポツ

ですけれども、公表に際しまして製品に起因するものかどうかという観点がキーワ

ードになるわけですが、そういう基準を消費者目線で見直していく必要があるので

はないかという問題提起がございました。消費者を保護するという視点から真の原

因究明までいかなくても、危ないという情報は早く出すという目線で整理すること

を考える必要がないかという御指摘がございました。  

 他方で、どういうものを公表するかについては、明らかに製品起因ではないと言

えるものもあるので、そういうものは公表対象から除外してもいいのではないかと

いう御発言もございました。  

 最後のカテゴリですが、その他ということでまとめておりますけれども、最初の

ポツでは本来リコールすべき事故の事案で、事業者が倒産している場合はだれも消

費者に呼びかける人がいなくなるので、そういうものについては消費者庁としても、

何らか強調して公表すべきではないかという御指摘がございました。  

 ２つ目は消費者庁の方からいろいろ公表の実態、現状についての御説明がござい

ましたが、そういった公表だけで本当にいいのかどうか。全国ベースの情報が漏れ

なく入っているのか、あるいはダブりがないのか。そういった観点から全国的にも

う少しわかりやすい説明をしてほしいという御要望がございました。  

 その次のポツですが、公表という問題を少し超えておりますけれども、安全規制

ということに絡みまして、欧州で行われているニューアプローチ方式の御紹介がご

ざいまして、法律は包括的に安全であることを要求するだけで、安全対策をどうと

っていくかという具体的な規定については、JIS 規格に任せるというやり方があり

ますという御紹介がありました。  

 この規格づくりに関連して、ヨーロッパの場合はスタンダードをつくって、ヨー

ロッパ圏外からの安全性の劣るものを防ぐという意思をはっきり持ってやってい

る。こういうやり方を参考にしながらスタンダードをつくるということを、次の日

本の行き方にすべきではないかという御指摘がございました。  

 以上、前回の御議論を整理したものでございます。  

○宇賀座長 ありがとうございました。  

この資料１につきまして、委員の皆さんの御発言の趣旨が十分に反映されていな

い点等がありましたら御発言をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。よ

ろしいでしょうか。もし後でお気づきの点がございましたら事務局の方におっしゃ

っていただければ、次回までに加筆修正をしたいと思います。  
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 それでは、議事次第「３．事故情報の公表について」に入らせていただきたいと

思います。まず消費者庁の金児首席情報分析官より、前回第７回の議論の中で御質

問、御要望が出ておりました点について御説明をお願いします。  

 

≪３．事故情報の公表について（第 7 回から引き続き）≫  

 

○金児首席情報分析官 資料２は前回配付し、説明した資料ですので、今回は資料

３から説明させていただきます。  

 資料３は「事故情報データバンクに登録された事故情報」ということで、これは

前回説明したときは、期間が平成 22 年 9 月までの半年間となっており、最新のも

のを出してほしいという御要望をいただきましたので、今回は平成 22 年 10 月～ 23

年 3 月までのデータという、より新しいものを出しております。前回は財産事案の

件数も含めたデータになっておりますけれども、今回は事故情報データバンクに入

力されているものという、生命・身体に係る事故についてのデータになっておりま

す。  

 左側の黄色いところが事業者から重大製品事故の報告がある、消費生活用製品安

全法に基づく報告の流れのルートです。  

 右側の重大事故等は消費者安全法に基づく通知です。  

その右の消費者事故等というのは重大事故を除く、いわゆる非重大の消費者事故

等の通知となっております。非重大の消費者事故等については、その下の括弧書き

にございますように、本年１月から事故情報データバンクに登録されるようになっ

たものでございます。  

 その右の PIO-NET の情報ですけれども、前回少し説明いたしましたが、括弧書

きにあるとおり、平成 23 年１月までは主たるセンターからの情報のみの登録でし

たが、２月より主たるセンター以外の情報も順次登録しているところでございます。 

 その右が事故情報データバンク参画機関ということで、その他の各機関からの情

報が入力されているといった流れになってございます。  

 次に、資料４について説明させていただきます。こちらは前回の御議論の中で、

だれに、どのように情報を届けるかというようなこと、また、とられた措置につい

て御質問をいただきましたので、平成 22 年度に消費者庁から注意喚起や依頼を行

ったものについて、どういったルートで送っているかを一覧表でまとめたものでご

ざいます。  

 一番左側の欄が「注意喚起・依頼年月日」でございまして、その右の欄が「注意

喚起・依頼のきっかけ」という欄でございますけれども、報道で事故を知って注意

喚起や依頼をしているものもありますし、「重大事故等」というのは消費者安全法

に基づく通知によって重大事故等を知って、注意喚起等を行った。重大製品事故と
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書いてありますが、これは消費生活用製品安全法に基づく報告で知ったものです。 

そのページの一番下の方に「NITE が収集した製品事故」とあり、これは製品の

非重大の事故になりますけれども、NITE から事故情報の提供をいただいたものも

ございます。  

 ２ページ目ですと、例えば平成 22 年７月８日実施の事案ですと、米国 CPSC の

ニュースリリースをきっかけに情報を知ったとか、 8 月 18 日実施の事案ですと、

国センの商品テストをきっかけに実施したものでございます。  

 その右の欄になりますけれども、「注意喚起・依頼内容の件名」、その右の欄が消

費者庁から消費者へ注意喚起をしたものについては○印を付けてございます。  

「直接依頼先」と書いてありますが、消費者庁から依頼先に、各種団体、各省庁、

あるいは地方公共団体に注意喚起を依頼するとか、こういったことをお願いします

と要請するという、その直接依頼先のことです。  

直接依頼先から更に依頼する先が「間接依頼先」です。典型的な例としては、団

体からその会員の事業者に依頼したものが記載してございます。  

一番右の欄が、依頼先から消費者へ注意喚起した場合については、○印を付けて

ございます。  

消費者庁から消費者への注意喚起と、依頼先から消費者への注意喚起のほか、す

なわち○印がついていないもの、例えば一番上のものですと、事業者に依頼したの

みの事案でございまして、具体的には、事業者に衛生管理を徹底してくださいと依

頼しているものでございます。  

この１年間で行った総件数としては、個々の内容を見ると同じ事案のものもあり

ますけれども、大体 50 件ぐらいになろうかと思います。御参考として個々の事例

までご覧いただければと思います。  

以上でございます。  

○宇賀座長 ありがとうございました。ただいま資料３と資料４について御説明い

ただきましたが、何か御質問はございますでしょうか。  

○阿南委員 今の資料４の表ですけれども、これは国民生活センターが消費者へ注

意喚起したものは含まれていないのですか。  

○金児首席情報分析官 含まれておりません。消費者庁が実施した注意喚起につい

てのみです。  

○阿南委員 消費者庁がやったということですね。国民生活センターがやっている

ものは、ここにはデータとして全然ないわけですね。  

○金児首席情報分析官 例えば、先ほど紹介いたしました「電子たばこ」の事案な

ど、国民生活センターでもやっているものが勿論あると思いますけれども、資料と

しては載せておりません。  

○阿南委員 もう一点いいですか。PIO-NET の情報を分析して注意喚起に結び付
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けたという例が余りないようですが、それはそうだととらえていいのですか。  

○金児首席情報分析官 そうですね。実際に作業をやる上では、こういった通知の

あった事故の情報をきっかけに作業を始めることが多いんですが、その際、類似事

例がどのぐらいあるかとかを調べるときには PIO-NET を勿論活用しております。

ただ、公表資料の中で PIO-NET で類似事例が何件ありましたとかを載せていると

いうのは、ここに書いたようなところぐらいになっております。  

○阿南委員 消費者庁は、ほとんどが消費者安全法に基づいて報告されたものにつ

いて対応しているということですね。  

○金児首席情報分析官 多くはそうなっております。資料４をご覧いただければわ

かるかと思います。ただ、いろんなものがありまして、例えば、国センの商品テス

ト結果に基づく事案とかもあります。  

○阿南委員 ありがとうございます。  

○宇賀座長 片山委員、どうぞ。  

○片山委員 資料４の表を見ていますと、消費者庁から直接消費者への注意喚起が

なされているものと、依頼先に注意喚起をお願いして、そこから注意喚起がされて

いるものと、いろんなパターンがありますが、このケースはどのパターンでいくと

いうのは何か基準のようなものはあるのでしょうか。  

 結果的にいろんな注意喚起ルートがあるようなんですけれども、おおむねどの点

を配慮してそういう違った注意喚起の流れが出てきているのかをお教えいただけ

ますか。  

○金児首席情報分析官 特に基準というのは明確にはつくっていないですけれど

も、注意喚起をする際にどういったルートで注意喚起をするのが一番適切だろうか

ということを内部で検討し、結果としてこういう形になっているということでござ

います。  

○片山委員 もう一点ですけれども、依頼先に注意喚起をお願いして、そこから消

費者に注意喚起してもらっている場合は、そのフォローといいますか、どんな形で

注意喚起がなされたかということは消費者庁で確認しておられますか。  

○金児首席情報分析官 それぞれの担当のところで見ているところもあるかと思

いますけれども、まとめてフォローするという作業は今のところやっていないので

はないかと思います。  

○宇賀座長 佐竹委員、どうぞ。  

○佐竹委員 資料３の PIO-NET 情報なのですが、平成 23 年１月までは主たるセ

ンターのみ。２月より主たるセンター以外の情報も順次登録となっているのですが、

センターに寄せられる情報というのは、主たるセンターでなくても重大な情報が寄

せられている場合があると思うのですが、すべてのセンター情報が登録されるよう

にはならないのでしょうか。  
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○金児首席情報分析官 これは消費生活センターさんの御了解をいただいて、確か

４月からはすべての危害・危険に関わる情報を事故情報データバンクに載せるよう

になっていると思います。  

○佐竹委員 それと、先ほど御指摘がございましたけれども、資料４の依頼先から

消費者への注意喚起というところでフォローがされているのかとおっしゃったの

は、私も同じような疑問を持ったんですが、○印が入っているというのはどういう

ことで注意喚起されたという理解で、ここに○印が入っているのでしょうか。  

○金児首席情報分析官 例えば、最初のページにある、 6 月 11 日に実施した自転

車の使用等に関する注意喚起のお願いというのは、直接依頼先に対して消費者庁か

ら消費者への注意喚起をお願いしますという文書を出したということでございま

す。  

○佐竹委員 依頼先から消費者に注意喚起されましたよというのは、どういう情報

に基づいてされたと認識されているんでしょうか。ここに○印が入っているものと

入っていないものがあるんですが。  

○金児首席情報分析官 要するに、消費者庁からの依頼文書の中で消費者への注意

喚起をお願いしたものについて、ここで○印を付けているということでございます。 

○宇賀座長 齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員 今のやりとりを伺っていますと、要するに消費者庁から一方通行で出

したものについて記録はとっているということですが、具体的に情報をいただいて

ありがとう等、受信側からフィードバックのようなことはあったのでしょうか。大

きなテーマではあり得ると思うのですが。  

○金児首席情報分析官 それは個々の事例にはあるかと思いますけれども、ちょっ

と私も個々の状況について詳しく知らないです。把握しておらず、すみません。  

○宇賀座長 中村（均）委員、どうぞ。  

○中村（均）委員 注意喚起をなさって、我々の目指すところは消費者の方に本当

にその注意が行ったかどうかが一番知りたいというか、そこの確度を高めていく方

法を今、議論しているような気がするんですけれども、それぞれの方法をとったと

きに消費者の方々にどれぐらい注意喚起できたのか。要は結果です。  

私どもはメーカーとして恥ずかしながらリコールしたことがあるんですが、あの

リコールですら 100％お使いの方々に知らしめるというのは至難の業なんです。物

すごいお金と労力をかけてもなかなかできない。こういうふうなときにどれぐらい

の成果があるかを見ていかないと、今後どの方法をとると消費者の方々に確実に伝

わるのかというケーススタディみたいにして取っていって、ではこういうときはこ

の方法をとれば消費者の方々に伝わる確度は高いぞというのを見つけていかない

と、なかなか実効性は出てこないような気がするんです。先ほどから片山委員など

がおっしゃっているように、この先がどうなったかというのを見ていかないといけ
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ないような気がします。  

○宇賀座長 鶴岡委員、どうぞ。  

○鶴岡委員 私も依頼先から消費者への注意喚起のところの横棒が随分多いなと

いうことを感じまして、注意喚起を消費者庁から依頼する場合は、どういう形で注

意喚起をされたのかということを報告してもらうような形にした方がいいのでは

ないかと思うんですが。  

○宇賀座長 中嶋委員、どうぞ。  

○中嶋委員 今の中村（均）委員からの御指摘と同じなんですけれども、もしこれ

が企業の会議だと、この資料は 50 点もらえない資料です。理由は「やりました。

でも結果はわかりません」という資料なんです。どういうことかというと、注意喚

起をするに至った原因は何か。インディケーションでもいいから、インディケーシ

ョンになるようなものを探して、評価できるようにしておかないといけない。例え

ば事故が何件起こっています。この注意喚起をした結果、事故は何件起こりました

けれども、暫時減っておりますというふうなインディケーションのあるものが多分

必要であると思います。  

 理想は先ほど言われましたように、リコールのときにパナソニックさんほか皆さ

んが困られているのは、自分たちが出した製品がどこに行ったか追いかけられない

ということです。追いかけることが出来るのは自動車だけです。車体番号がありま

すし、エンジン番号がありますから、追いかけられますけれども、それ以外の商品

は追いかけられない。そうすると、自分たちの製品が 100％捕捉できないのであれ

ば、せめて事故がどの程度起こっているのか、それがどう変化したのかということ

ぐらいはデータをとって頂きたいと思うんです。  

このような資料がなかったら、幾ら議論しても「やりました」で終わるんです。

報告したこと、注意喚起したことが評価されるのではなくて、事故が起こらなかっ

た、もしくは減ったということが評価されるべきだと思うので、ちょっとこの資料

は企業だったら受け入れられない資料だと思います。  

 もう一つ、資料３について私はプリミティブな質問があります。ここに挙がって

おります件数を足し算しますと一番下の件数になりませんけれども、これはどうい

うふうに考えたらいいのでしょうか。  

○金児首席情報分析官 説明不足で、すみません、一番下にある事故情報データバ

ンクの件数は、そこに書いてありますようにこれまでの累積の登録件数でございま

す。その上の例えば、重大製品事故 632 件などの件数は半年間分の登録件数でござ

います。  

○中嶋委員 そうすると４つ、５つ挙がっている数字を足したものが、この半年間

の事故情報データバンクの件数であると考えたらいいですか。  

○金児首席情報分析官 若干、事故が重複と言いますか。  
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○中嶋委員 多分そうなっていると思ったから御質問したんです。  

○金児首席情報分析官 非常に細かいことですけれども、非重大の事故情報が１回

報告いただいた後に重大事故になるという事例もありますので、そういったものは

それぞれ報告された２件を１件にすることをやっております。ですから、合計した

件数が半年間の間に登録された件数とは少しずれがあります。  

○中嶋委員 ずれがあるんでしょう。だから多分こういう書き方にしているんだろ

うなと思っていました。しかし、きちんとただし書きで書くべきではないですか。

このような資料は委員に対して失礼だと思います。全部足したらこうはなりません

というデータを、いかにもこうなっていると見せかけるデータ資料を作るというの

は信義則に反すると思うんですが、いかがですか。  

○金児首席情報分析官 おっしゃることはわかりますけれども、個々の事例につい

て、非常に細かい説明が出てきますので、説明を端折ってしまいました。  

○宇賀座長 橋本委員、どうぞ。  

○橋本委員 確認なんですが、消費者庁から消費者への注意喚起というところは具

体的にどういう形を置いているのかと、依頼先に周知を依頼した場合、消費者庁は

消費者へ直接の注意喚起はしていないんですけれども、それはどういう理由からな

んでしょうか。どうせなら両方でやっていただけるとありがたいなと思ったんです。 

○金児首席情報分析官 消費者庁から消費者への注意喚起というのは、適宜、プレ

スリリース、ホームページ掲載、報道機関への説明を行っております。その資料の

中で消費者へ注意喚起しますと書いてあるものです。  

 依頼先から消費者への注意喚起をする場合にも、基本的には報道機関向け資料や

ホームページに出しております。ここでは○印は付いていないですけれども、消費

者の方はそれを見たり報道で知ったりすることはできるようにはなっています。  

○橋本委員 わざわざ○印をつけなかったというのは、どういうことですか。  

○金児首席情報分析官 公表資料の中で、こういった機関に依頼しましたという発

表の仕方をしているものですから、資料４ではそれに即した整理をしただけでござ

います。  

○宇賀座長 中尾委員、どうぞ。  

○中尾委員 これを伝えるのに個々に伝えられないからマスコミを通じてとか、イ

ンターネットを通じてと言うんだけれども、１回こんにゃくゼリーのものを引いた

ときに、消費者庁のニュースリリースは google で最初の方に全然載っていない。

だから多分消費者庁のサイトの奥深いところ、３段目か２段目かどこかに入ってい

るから google が見えないところにあるのではないかと思うんです。これを聞いて

新聞社がそれを記事にして出したものが google の上の方に出ている。だからニュ

ースリリースのものを消費者庁の大きなサイトの中に入れるのではなくて、外の方

に出しておかないと google の機械自体がチェックしてくれない。ということは、
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だれも見ないということなんです。  

だから、この製品の名前だけを何でもいいから一番上のところに名詞で並べてお

くとか、それで検索できるようにしておくとか、そういうせこい手まで使ってやっ

ていかないと、google に全然引っかからないからだれも見ないということになるの

ではないですか。  

○宇賀座長 中川委員、どうぞ。  

○中川座長代理 資料４の注意喚起と依頼なんですけれども、これは消費者安全法

との関係ではどのように整理されているのでしょうか。消費者安全法だと 15 条で

注意喚起というのがあるんですが、都道府県、市町村及び一般に対する公表と規定

されています。また、 16 条が他の省庁に対する措置要求なんですが、この依頼の

中には他の省庁に対して依頼したというのもあります。 17 条が事業者に対する勧

告とか命令なんですけれども、今回の依頼でも事業者団体に頼んだものがあると思

います。そうすると、消費者安全法 15 条、 16 条、 17 条を発動したという趣旨な

のか、実はそこまでいかない、その前段階のジャブみたいなものという御整理なの

か、そこを伺いたいと思います。  

○金児首席情報分析官 資料４の中では、消費者安全法第 15 条、第 16 条、第 17

条を使っているものはありません。  

○中川座長代理 どれも使ってないんですね。  

○金児首席情報分析官 どれもないです。  

○中川座長代理 その理由は。  

○金児首席情報分析官 使わなくても効果があるのではないかと考えているから

だと思います。消費者安全法第 14 条第１項に基づき関係機関等に資料を出してく

ださいという事例はいくつかございます。  

○中川座長代理 どれを使わなくても効果があるというのですが，先ほどから御指

摘があったように、効果があるかどうかが実際にはわかっていないではないか。そ

こは調べなくても何とかなるという自信があったので法律に基づいて勧告します

とか、そういう大げさなことをしなくてもいいという読みがあったということでし

ょうか。  

○金児首席情報分析官 そうですね。法律を発動しないと要請を聞いてもらえない

とかであれば法律を発動するという方法はあるのかもしれませんけれども、今のと

ころはそこまでは至っていないのではないかと思っております。  

○宇賀座長 ほかよろしいでしょうか。阿南委員、どうぞ。  

○阿南委員 今の資料４のところですが、先日もらった国会報告の事故報告書を見

ていますと、公共交通機関のバスの中での転倒事故というのがものすごく多い件数

になっていました。また食中毒も多いのですが、それらに対しては注意喚起すると

かしないとか、あるいは直接依頼もしないということをどこかで決めているという
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ことでしょうか。  

○金児首席情報分析官 確かに、路線バス車内での乗客の転倒事故は非常に多いん

ですけれども、それについて、資料４の中ですと消費者庁から注意喚起は行ってお

りません。国土交通省から事業者への注意喚起なり、情報提供を行っていると承知

しています。  

○阿南委員 だからやらないということですか。  

○金児首席情報分析官 今までは行っていないということです。  

○宇賀座長 ほかよろしいでしょうか。  

 それでは次に、前回、第７回の議論の中で御発言がありました EU の安全規制の

考え方の関連で、中尾委員と中嶋委員からそれぞれ御説明をいただきたいと思いま

す。  

 まず中尾委員から、「欧州における民生品の安全確保について」の御説明をお願

いします。  

○中尾委員 では、 10 分間でお話させていただきます。  

 3 月 11 日の震災が終わった後、 15 日からあなただけ一人欧州に逃げるのねと嫁

さんに怒られたんですけれども、５日間ぐらい行ってきて、その中で１日ベルギー

に行っていろいろ回ってきました。  

 次のページを見ていただきたいんですが、漫画があります。日米欧の民生品の安

全対策というのは、いろいろ見ているとこういう感じではないかというフィーリン

グをやったものです。消費者を守らなければいけないんだけれども、欧州の場合は

消費者団体の力もありますが、主にメーカーですけれども、欧州委員会のところに

こういう事故がありましたということを上げていきます。欧州委員会は物すごい力

を持っていて、メーカーだとか規格作成団体を巻き込んで規格をつくって、それで

各国政府にそれを命令として出して、各国政府はそれを法律にするわけです。その

ほかにも事故を起こして死者が出るようなものだと法律で直せとなるけれども、普

通は大きな事故になる前に規格というスタンダードをつくったことによって、消費

者を守るという方法をとっています。  

 一番右側がアメリカ的な方法なんですが、アメリカはどちらかというと民生品の

場合なんかでも、何か事故を起こすたびにたくさん弁護士の先生がいますので、裁

判所で裁判を起こして、それがメーカーを訴えたり政府を訴えたりするんだけれど

も、やったことによって改善していこうというフィードバックになっていきます。

飛行機だとか医療だとか原子力は学会とか政府だとか、多くお金を出すのは保険会

社なんですけれども、保険会社という１つの駒が非常に強い力を持っていて、それ

で規格をつくらせていきます。コードとか言われているものはもっと強い規格にな

るんですが、そういうもので消費者を守っていくという方法であります。  

 では日本はどうなっているんだろうとなってくると、日本は消費者庁でこうやっ
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て集めてきたものが監督官庁に行くんですけれども、規格をつくるというシステム

がなかなか働かないで、どちらかというとメーカーの人に直せという命令が来るん

です。メーカーの人も長いビジネス、商売をやっていきたいということだから、そ

れはお客様に対して迷惑だったということで直してしまうんです。マスコミの力も

強いわけでメーカーを攻撃しますので、これはやらないと商売にならないわけです。

それで改善していく。だから日本の場合はメーカーが自主改善でどんどん良くなっ

ていくということです。規則なんかは古いままということになるわけです。  

 欧州は役所からトップダウンして、それで大分よくなってきた。欧州委員会が出

てきたのが、このあと中嶋先生もご説明されますが、 1985 年ぐらいからどんどん

変わってきたという方法なんです。だけれども、アメリカの場合は裁判所がどちら

かと言うとフィードバックする１つの強い力になってくるわけです。日米欧でそれ

ぞれ安全にする方法が違うということ説明しています。  

 次に 1985 年からの New Approach というものが、これは EC Directive という

命令です。だけれども、大体 Essential requirement だけをやっていて、細かいこ

とはやっていません。この材料を使えとか、この寸法がどうなるとか、そういう細

かいところはやらない。こういう事故を防げと、それだけ言うわけです。  

 Standard を作成します。要するに割と一般的なものなんです。Harmonized は

どういう意味かと言ったらみんなで話し合う。とにかく話し合う。ヨーロッパ的に

会議を長くやって３年間の間に Standard をつくってしまいました。技術仕様を詰

めていきますが、主に詰めるのは評価テストの条件なんです。評価テストの条件を

詰めて、このテストに合うようなもので、実際の答えはそれぞれのメーカーにお任

せという感じになります。  

 適合評価を認定していく時も、これは第三者ではなくて、御自分でどうぞという

ものなんです。ですので、それをやったら CE というシールを貼って出していいん

ですが、第三者認定は必要ありません。だから中国製のものはそれはいいというの

で出てしまっています。悪い見本と言っているのが、子どもでもつけられないよう

な 100 円ライターみたいなものです。火をつけるための力を強く設定しておいて子

どもでは火がつけられないはずなんだけれども、中国製のものは CE 規格が付いて

いるんですが、85％の子どもは火をつけられたという報告があって、一体何なんだ

ということを言っていました。  

 ヨーロッパ規格。政府や産業、学会の規格ですが、これは命令ではありません。

命令ではないからメーカーの人がこれを守って、先ほども言ったように認証を第三

者でやるものなんです。政府とか産業とか学会の関係組織に公開し、透明性を維持

する。みんなでちゃんと話し合う。コンセンサスをとります。７割 OK にしないと

そうですねにならないという、それでコンセンサスを取るんだということをすごく

言っていました。ヨーロッパ規格を 31 の各国の規格に代わって確立していきまし
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ょう。 27 プラスαでヨーロッパ規格をやっているわけです。５億人の市場を反映

していきます。国際規格と協力する。だけれども、４分の１が ISO とかでやると

それで決まってしまいますので、ほとんど ISO と IEC という国際規格と同時進行

という感じになっています。  

 ごめんなさい、４ページにあるのを忘れました。欧州委員会の安全関係の組織図

というのがあったので、いきなり規格へ行ってしまいましたが、こんな絵がありま

す。これはそこのところで言っている SANCO というのが Health and Consumer

で、これはフランス語で書くと SANCO になるようです。その中の私が行ったのが

Consumer のものが B3 の Product and Service safety に行って話を聞いてきたわ

けです。27 か国から３人ずつ代表者が出てきて、その中の 81 人が主にマネージャ

ーを構成されていて働いているという感じです。  

 ６ページ、規格の対象製品と書いてあります。いろいろ書いてありますが、生活

の回りのすべてが対象と書いてある。いっぱいあって、航空、化学、建築、民生品、

エネルギーとか分かれている。先ほどの SANCO のシステムを見るとあれだけいっ

ぱい課があるのは、これを全部やっているからなんです。  

 ７ページ、規格をつくる団体というのを見ていきます。規格をつくる団体は CEN、

CENELEC、ETSI という３つが大きいものだそうです。行ったのは CEN というヨ

ーロッパの Standard をつくる一般機械向け。だけれども、これは電化製品向けと

やっている人は同じことが多いんです。だから電気自動車は自動車なのか電気製品

なのかわからないから一緒にやっているんだと言っていました。ものすごく人は出

たり入ったりフレキシブルなので、一緒にやっているような感じになっています。 

 CEN の規模が、ヨーロッパ規格の認定は 1,303 件で、 1992 年以来 18 年間で１

万 3,745 件と言うから、１年間に数百件ずつやっているんですね。活動中の技術委

員会というのは 292 組織ある。バランスシートの資産でやると 13,686keuro、支出

するのも 15,574keuro、人件費がその半分ぐらいで結構たくさん雇える。消費者庁

の予算からいくと５～６倍持っているわけです。スタッフはたったの 80 人だけれ

ども、その下に６万人のエキスパートがいる。だから各国のエンジニアに命令して、

ちょっと考えろということができるんです。収入は各国や団体というのは先ほどの

CEN みたいなものなんですけれども、そこからの会費 54％と、EU 支援が 44％来

ます。  

 ９ページ、規格ができるまでの過程でプロジェクトを提案します。これは要する

に欧州委員会が提案してくるわけです。各国の産業政府が発議をして、消費者やマ

スコミからの流れではないんです。その中に消費者団体も入る場合もあるわけです。

この Directive と言っているものが mandatory、命令になるんです。だけれども、

Standard は Voluntary と言っているからこんがらがってくるんですが、Directive

を満たせば別解でも別に構わない。Standard に書いていないような別の解を持っ
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てきてもいいけれども、少なくとも Standard どおり作れば Directive に合うでし

ょうという感じになっていると思われます。  

 技術またはプロジェクト委員会で規格案を作成して５か月程度つくった後、各国

の規格作成団体や政府や製造者の業界団体と交渉に入って、これが延々と続く。こ

こに消費者団体も入っていろいろやるけれども、何と３年以内に投票しなければい

けない。この投票も人口に比例した重み付きで、71％以上で承認されるという感じ

なんです。ヨーロッパ規格として各国の規格と入れ替えていきますので、これは命

令で各国の規格がどんどん変わってくることになります。  

 次に、消費者団体も幾つかあるんですけれども、結果的には力はすごく弱かった。

ANEC は European Association for the Co-ordination of Consumer 

Representation in Standardization、要するに規格をつくるときに消費者の代表と

して意見を言いますというところです。  

 次の BEUC も同じぐらいの大きさのものです。では大きいのかというと、各国

からお金をもらっているけれども、 1,300keuro ということはすごく小さい。CEN

の規格をつくる団体よりも１桁少ないんです。かつ、消費者団体というのはドイツ

とかフランスとかイギリスぐらいしか存在しない。だから、それより南の国は消費

者を守るための云々かんぬんなんていうのは存在しないということなんです。 80

人のボランティアのエキスパートはそれぞれのエンジニアなんだけれども、給料は

払っていない。実験調査してプロジェクトをやっています。ちょうど国民生活セン

ターや NITE が事故が起きたときに実験をするような感じです。  

 今は何をやっているのかと言ったら、Market surveillance。これは何かという

と先ほどの第三者認証でやったときに変なものが入ってきます。それをやっていっ

たのに対してやはりおかしい。調査するものをこれからやっていくんだと言ってい

ました。RAPEX と書いてあるものが今、この委員会で一番気合いを入れている情

報を公開するものなんですけれども、事故情報が入ってきますからそれを分析する

のをやっていますと言っていました。  

 事故情報システムが RAPEX というものです。Rapid Information System。主に

病院から事故情報を入手することが多いと欧州委員会では言っていました。 2001

年の Directive でやって、それまではドイツ、フランス、イギリスには国内システ

ムがあったんだけれども、それをヨーロッパ規格にしました。  

 どのような情報があるのかホームページを調べました。これは子ども用のベビー

ジャンパーというところに、首のところが少しきつくて首が締まるというものです。

何という設計をしているんだというのが書いてあります。２週間に１回こういうも

のを割と分析して、同じものが並ぶのではなくて、いろんな種類のものを大体 20

件ずつぐらい出しています。だから２週間に１件だから１年間に 500 件ぐらいの情

報量のものが出てきます。写真があって、こういう製品というのがここに書いてあ
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って、どういう事故が起きますというのが大体書いてあります。消費者庁が出して

いるものは写真はないけれども、大体同じような情報が出ています。  

 まとめですが、日本の消費者庁の活動を欧州と比べてみると、消費者庁は消費者、

メーカー、マスコミ、監督官庁と情報を共有し、メーカーの自主改善によって安全

な製品を欧州並みにつくっています。私の見た感じでは同じような情報を出してい

るので、よく頑張っていると思っています。  

 でも消費者庁が公開したとしても、情報を共有することは共有したけれども、直

らなければしようがないです。欧州のように規格を作成する命令権限を持たないと、

事故に先立って安全を確保するシステムは用意できず、粗悪な輸入品の洪水を防ぎ

切れなくなると思います。ですので、今までの情報公開では一生懸命やったからで

きているけれども、それを今日の議論のようにどうやって消費者の人にフィードバ

ックするか、メーカーの人に直してもらって大きな事故が起きる前にいい製品をつ

くるか、こういう仕組みが必要だと思います。  

 以上です。  

○宇賀座長 ありがとうございました。御質問についてはこの後の中嶋委員からの

御説明の後、まとめて伺いたいと思います。  

 それでは、引き続き中嶋委員から「EU のニューアプローチ指令の製品安全への

採用の動向について」の御説明をお願いします。  

○中嶋委員 では、御説明いたします。  

 まず御説明に入る前に、EU について御理解をいただきたいと思います。EU と

いうのは幾つかの国が集まって１つの大きな統合体組織をつくっています。したが

いまして、各国は２つの法律を持っています。１つは EU 法です。もう一つは各国

の法律です。例えばイギリスでは英国法を持っていると同時に EU 法を持っていま

す。その EU 法とは何かというと、EU 各国が統合体 EU の法律、法体系として決

めたもので、EU 法を条約で取り入れています。条約については日本も同じです。

日本も条約を結べば、その条約は日本国の法律として扱われます。  

今からお話をする EU のニューアプローチ指令、Directive も EU の法律です。

したがって、EU 各国は Directive、指令を取り入れることを前提に、今から説明を

する製品安全の法体系を作っております。  

 では、日本はどうなのか。１ページ目ですけれども、日本では安全をいかにして

実現するかの大前提に、法律で安全を実現をするという考え方があります。したが

いまして、例えば製品安全で言えば経済産業省の製品安全４法、ここに挙げており

ますいわゆる一般法（消費者安全法）と特別法３つ、これを合わせて製品安全４法

と呼びますが、これらの法律で製品の安全を確保しようとしています。  

では規格はどうなっているのでしょう。JIS 規格の中に安全規格はあるかといえ

ば、ほとんどございません。JIS 規格のほとんどは品質の規格でありまして、安全
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の規格はありません。例えば今から数年前に六本木アークヒルズの自動回転ドアで

６歳の子どもが亡くなった事故がありました。その事故を契機に、自動回転ドアの

安全規格をつくりました。しかしながら、この安全規格には強制力がありません。

JIS 規格は法律ではありませんから、企業は守らなくても良いわけです。  

では、この製品安全 4 法はすべての製品に適用されているかというと、そうでは

ありません。特定の製品にだけ適用されるようになっている。例えば自転車は適用

外です。そういう意味ではネガティブにではなく、ポジティブに製品を選んで法律

が適用される製品を決めている。このような特徴があります。  

今日の資料は、上の段がいわゆるパワーポイントで説明をするもの、下の段は私

のあんちょこ、手元資料です。下の段に PSE マークの丸形とひし形がありますけ

れども、これは法律に基づいて決められた電気用品の安全マークです。では、日本

にはこの種の認証、安全マークはほかにあるのかというと、約 20 種類ぐらいあり

ます。ほとんどの認証マークは法律に基づかないもので、財団・社団が安全基準を

決めて、それに基づいて与えられる認証マークです。しかし、 20 種類も安全認証

マークがあれば消費者はある意味混乱をしております。  

一方、ヨーロッパは法律だけで安全を確保しようとしていないんです。法律以外

に、規格に強制力を持たせて安全を確保しようとしているのです。  

ということで１ページ目ですけれども、電気用品に関しては日本国内でもニュー

アプローチが動き出しました。製品安全の中の電気用品だけですが、昨年 7 月 23

日に基本計画の中に織り込まれました。これは経済産業省製品安全課の仕事です。

それから、昨年末から調査研究が始まっております。また、昨年 11 月 26 日には製

品安全課が産業界を集めて講演をした資料の中にも、ニューアプローチ方式への移

行がうたわれておりますから、徐々に動き始めておりますが、導入には３～４年か

かると言われております。  

「欧州はニューアプローチ方式に移行した」の資料をご覧下さい。上の段の資料

は経済産業省の平成 22 年 11 月 26 日の資料です。「ニューアプローチ方式の導入に

伴って認証マークは CE マーキングに一本化した」とあります。日本は PSE マー

クを含めて 20 種類ぐらいあるんですけれども、ニューアプローチ方式を導入する

と。これが一本化できます。これが１つのメリットです。  

欧州でニューアプローチ指令が何をきっかけにして生まれたかと言いますと、そ

れはその下にあります 1972 年のローベンス報告にあります。1985 年以前はヨーロ

ッパ各国とも安全を法律で、詳細まで法律で決めて守るという考え方でありました。

今の日本と丸っきり同じです。英国もそうです。英国の安全法の一番古いのは 1650

年ぐらいに炭鉱法ができています。このとき、労働者の安全について取決めを法律

で定めておりますから、安全法にはおよそ 350 年の歴史があります。  

ところが、法律で安全を確保しようとすると改正に時間がかかり過ぎ、次々に出
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てくる新製品にスピーディに対応できないという問題が起きます。この問題を何と

か解決しようとすると、産業界の自主規制システム、いわゆる規格を取り入れるの

がいいのではないかと考えるようになったんです。法律では包括的に安全を確保し

よう。そして、詳細については規格に任せることでスピーディに対応ができるよう

になるのではないかと。これが 1972 年のローベンス報告の趣旨であります。この

年に日本は労働安全衛生法ができています。どちらもエポック的な出来事でした。 

その次のページを見てください。ではニューアプローチって一体何なのか。ちょ

っと端折り過ぎている、単純化し過ぎている部分がありますけれども、こんなふう

にまとめられます。  

オールドアプローチというのは現行の日本の安全の確保の仕方です。製品の安

全については法律でいわゆる規格が詳細に決めるのと同じように、細かい規格の部

分まで法律で制定して安全を確保しようとしております。  

同時に特定の製品のみについて法律の適用を受けるようにしています。したがい

まして、この法律の網から漏れている製品が沢山あります。こういうふうなやり方

をオールドアプローチと呼んでいます。  

では、ニューアプローチになったらどうなるのかといいますと、右側を見てくだ

さい。これは EU の例ですけれども、製品安全について指令で包括的に安全にする

ことと定めています。では、指令で包括的に定めた後の詳細な部分はどうするのか

といいますと、規格、安全規格で対応するということなんです。先ほどの中尾先生

のお話でいけば、EU 指令に基づいて規格、EN 規格をつくって定めるということ

です。  

ただ、この場合、EU の特徴は、この安全規格を強制化していることにあります。

EU は安全に関わる EN 規格を EU Directive（指令は法律です）で強制化していま

す。そして、EU 各国は EN 規格をそれぞれ各国の規格に取り入れることを義務づ

けられています。そっくりそのまま入れるのではなくて、アジャストしながら取り

入れますから、例えば ENBS 規格、もしくは ENDIN 規格というふうに、EN 規格

と対応していることを表現しています。また、同時に EU 各国は自国の法律でもっ

て ENBS 規格や ENDIN 規格を強制化します。したがいまして、EU 各国ではすべ

ての製品の安全規格が強制化されています。また、ネガティブリスト方式というの

は対象除外のものだけを設け、残りのすべてに法と規格に適用させるやり方です。 

ですから、例えば下のページを見ていただきますと、前回のこの委員会で中尾先

生が「テレビのガラス台が壊れる。もってのほかだ。壊れないようにしろ。そうい

うふうにするだけでいいんだ。」というお話があったんですけれども、法律ではそ

れだけのことを決めるんです。テレビのガラス台の仕様や材料その他の詳細は規格

で決めるというやり方と同じです。  

私は今、 ISO の TC199 という委員会に所属しておりますけれども、 ISO と EN
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規格の団体である CEN はウイーン協定で EN 規格と ISO 規格を同時並行的に作成

することを取り決めているため、 ISO の TC である我々も EU の指令に基づいて安

全規格を作成しているのと同じことになります。この方法で規格を整備していく際

のやり方はニューアプローチ方式です。  

もう一度言いますと、ニューアプローチというのは、「法律では包括的に決める。

原則的に安全でなければいけないと決めてしまう。詳細な部分は規格で決める。そ

して、この規格に強制力を持たせる」と言うものです。  

次のページをご覧いただきますと、ここからは経済産業省の資料をそのまま付け

ておりますけれども、日本で製品安全にニューアプローチが採用される。これは私

が書いたものではなくて製品安全課が書いたものです。上の段がオールドアプロー

チというのはこんなものですよ。今、御説明したことです。ニューアプローチとい

うのはこんなものですよと書いておりまして、経済産業省のニューアプローチ方式

と言うのは、若干 EU のニューアプローチ方式と若干ずれているかもしれません。

それを書いたのが下の段です。この絵を見ますと、階層構造になっていまして、上

は法律で決める、下は民間が規格で決めるとなっておりますが、規格に強制化とい

うのが書かれていないんです。しかし、安全規格をちゃんと整備して、強制化しな

いと、EU のような状態にはならないだろうと危惧しております。  

その次のページ、これは最後のページですけれども、欧州の規制と日本における

安全規制の違いを一覧表にまとめておりますので、見ていただくといいと思います。

一番下に例えばニューアプローチを我が国が入れた場合には、メリットとデメリッ

トがあります。それをちょっと整理してみました。  

メリットは官民連携が可能になることです。どういうことかというと、官は法律

をつくります。民は規格をつくります。これでもって連携をして製品安全の実現に

努力をしましょうということです。規格は未然防止を目的にしております。  

例えば ISO 12100 という規格は、 1992 年に TR として欧州からの発議を受けて

検討を開始しましたが、何と 10 年をかけて 2003 年に ISO の規格になりました。

その安全規格の大前提は未然防止です。事故を起こさないように、非常事態を起こ

さないようにという考え方です。  

粗悪な外国製品を排除できるというメリットもあります。製品の安全規格を強制

化しますと、安全規格に沿っていないものは国内では売れないというふうに規制を

掛けることができます。  

また、欧州を参考に課題を摘出することで、欧州の先進事例がそのまま使えると

いうメリットもあります。  

さらに、安全基本法とか安全の原則が必要になります。皆さんに包括的な安全の

法律として提示できるメリットもあります。  

デメリットは一番下にあります３番目の罰則の適用が難しくなる点です。  
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現在の日本は、規格の詳細、細目まで法律で決めて、認証までしていますから、

認証を取り上げるなんていうような罰則もあるんですけれども、そういうことがで

きなくなります。  

基準に適合しているかどうかの判断をだれがするのかという問題があります。欧

州では、CE マーキングは自己適合宣言をするようになっております。万が一、自

己適合宣言をした商品が事故を起こした場合には、これは会社が存続できないとい

うふうな社会的な制裁を受けるということになります。消費者、市場が制裁を加え

ますから、罰則はほとんどないのです。  

以上がいわゆる欧州のニューアプローチ指令と呼ばれる仕組です。これを今から、

日本が導入しようと、ようやく検討を始めたとういう状況にあります。  

大事なことはどういう仕組みで安全を実現していくか。法律はどこまで関与した

ら良いのか。安全規格にどこまで任せれば良いのかという問題があります。官僚の

方々は民間人に任せると、いい加減なことをするのではないかという危惧を持たれ

る部分があります。  

しかし、社会心理学では「一般の人、たくさんの人が言うことは、意外と正しい」

という言葉があります。たくさんの方々が言われることは意外に正しいんだという

ふうに考えていただけると、民をもう少し利用して規格づくりに参画させるように

できるのではないかと、こんなふうに考えます。  

以上でございます。  

○宇賀座長 ありがとうございました。  

 それでは、ただいまの中尾委員と中嶋委員からの御報告につきまして、何か御質

問はございますでしょうか。阿南委員、どうぞ。  

○阿南委員 中尾先生に、 10 ページの ANEC の２行目に、消費者団体は３か国ぐ

らいしか存在しないとありますが、これは ANEC に関わっている消費者団体とい

うことでしょうか。  

○中尾委員 そういうわけではなくて、そもそも余りそういう強い消費者団体がな

かったんだそうです。イタリアだとかスペインだとか。  

○阿南委員 私がつかんでいる情報は、ヨーロッパには本当に強い消費者団体がど

の国にもあるというものですが。  

○中尾委員 どちらかというとエキスパートがいるのかいないのかとか、情報をき

ちんと出して、発言力があって力強いフィードバックをかけようという団体はある

けれども、本当にそれは科学的にこういう原因で壊れるというところを、ちゃんと

調査できるような団体はない。例えば材質がおかしいからといって、それを調査分

析できるような装置を持ってはいないから、結局 ANEC だとか BEUC は、ドイツ

とフランスとイギリスにこれを分析してほしいと頼んだということを、ここの事務

局長が言っていました。私が言ったわけではありません。  
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○阿南委員 そうですか、わかりました。  

○宇賀座長 佐野委員、どうぞ。  

○佐野委員 消費者団体は、阿南委員がおっしゃったようにたくさんあります。強

い団体もたくさんあります。ただ、ANEC というのはいわゆる Standard、規格に

関する団体なので、ちょっと普通の消費者団体とは違うと私たちは認識しておりま

す。  

○宇賀座長 ほかいかがでしょうか。中村（均）委員、どうぞ。  

○中村（均）委員 中尾先生、ありがとうございます。  

 質問なんですけれども、製品のものづくりについてのお話は非常によくわかった

んですが、今、何か問題が起こったときに EU 各国に対して、不具合情報をどうい

うふうに知らしめるかというところの情報をお掴みだったら、ちょっと教えていた

だきたいんです。  

○中尾委員 入手するかということですか。  

○中村（均）委員 消費者の方々にすぐ知らせる方法はどんな形をとられているか。 

○中尾委員 CEN みたいな規格団体に行ったときも同じ質問をしました。消費者

団体にも、欧州委員会に行ったときも、みんなこの PAPEX は気合を入れてやって

いるんだ、これを見れば今どんな事故情報が起きているのかというのが、ヨーロッ

パ中の人が見られるんだと言っていました。だからこれ以上のことはないと思いま

す。  

○宇賀座長 松岡委員、どうぞ。  

○松岡委員 それに関係して、11 ページの RAPEX で主に病院から事故情報を入手

と書いてあるんですが、事故情報の意味合いというのは、製品関係の事故情報を入

手ということですか。  

○中尾委員 事故を起こしたときに、 20 か国ぐらいに国民生活センターがやった

のと同じように提携病院みたいなものがあって、そこのところで子どもがこういう

事故が起きましたと言ったら、それを拾い上げていくんだそうです。それで発表は

たかだか２週間に 20 個ぐらいだから、これは大事だと思うものを誰かが分析して、

情報を少しきれいにしているんだと思います。だからどこの製品がどうなっている

と結構細かいことが書いてありました。写真を持ってきたりして、これはみんなに

知らせなければいけないといって、ここに載せているんだと言っていました。  

○宇賀座長 鶴岡委員、どうぞ。  

○鶴岡委員 中尾委員に、３ページの一番下に第三者認定は必要ないということで、

粗悪輸入品の流入も避けられないという問題点について、EU の方で何か改善策に

ついて検討する動きは出ていますか。  

○中尾委員 どこへ行ってもサーベイランスが必要だという言葉がたくさん出ま

した。私はサーベイランスという単語がよくわからなくて、何ですかといろいろ聞
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いたんですけれども、監視して取り締まる警察がないんです。アムステルダムから

入ってくるものは、ひどいものがいっぱい入ってくると言って、みんな同じように

文句を言っていました。ドイツなんかはしっかり港のところでひどいものはチェッ

クして入れないようにしているが、オランダの人たちはぷんぷんとみんな言ってい

ました。警察がないと言うか、先ほどの話のようなボランティアでやっているから、

そういうふうになってしまうんだと思います。  

○鶴岡委員 中嶋委員になんですけれども、個人的な御意見で結構なんですが、日

本でこのニューアプローチに移行した場合に罰則の適用が難しくなるという点な

んですけれども、要するに規格違反みたいなケースが出てくるのをいかに防ぐか。

これについてはどんな御意見をお持ちでしょうか。  

○中嶋委員 先ほどご質問された中尾先生の３ページの一番下のものと同じなん

です。CE の認証シール（CE マーキング）を貼るとなっているんですけれども、こ

の CE マークは殆どが自己適合宣言なんです。一方、今の日本では、PSE マークの

うち、ひし形の PSE マークは第三者機関に検査させて合格したら与えることにな

っていますが、このような国や第三者機関の検査がなくなるということです。また、

罰則としては、問題を起こした企業名が公表され、市場からボイコットを受けるみ

たいなことしか期待できないだろうと考えます。  

○宇賀座長 佐野委員、どうぞ。  

○佐野委員 質問したいんですけれど、RAPEX というのは、私が思っていたのは

いわゆる市場調査をするところ。自己適合認証であるわけですから、それが本当に

規格に適合しているかいないかというのを、いわゆる市場調査をたくさんして、そ

こで判断もしている。RAPEX ってそういうことをやっていると思っていました。

いわゆる市場調査というのは行なっていないのですか。  

○中尾委員 それは私も見つかりませんでした。資料の 12 ページに１つの商品の

ものを貼り付けていますが、ここにどのスタンダードになっているか書いていない

ですね。だから先ほどのサーベイランス、本当に認証があったにもかかわらず、う

そをついていたんだということは書いていないんです。  

○宇賀座長 ほかはいかがでしょうか。齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員 これは中嶋委員、中尾委員、事例を御存じだったら御紹介いただきた

い。私が知る限り、日本で物をつくって輸出する、あるいは現地生産するという企

業の中で、ヨーロッパあるいはアメリカに展開したときに日本よりも厳しい監視下

に置かれたと感じたところがあるかというと、余りないように感じています。マー

ケットが政治的な要因などを含めてヒステリックに反応するのは別としまして、こ

の安全ということについて、何かより厳しくなったように感じたという事例をご存

知でしょうか。  

○中尾委員 日本のメーカーの社内規格は、多分ヨーロッパのスタンダード規格よ
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りも大変かもしれません。だからメーカーが自分の規格でどんどんいい製品を作っ

ていっているんです。だから日本の製品はすごく信頼性が高くて、例えばパナソニ

ックさんの社内規格なんかはヨーロッパの規格と比べても何ら遜色はないぐらい

の高いレベルになっていると思います。日本の製品からそんな悪い製品が出ること

はないと思います。  

○中嶋委員 CE マーキングに適合しているか、していないか。適合させようと思

うと資料をきちんと整えないといけない。この作業は結構大変だと思います。  

今から５年ぐらい前はほとんどの日本の製品、国内に販売している製品にも CE

マーキングの認証マークが貼られていたんですけれども、今はそれが徐々に減って

きています。理由はそれだけ日本の企業の実力が上がって、ほぼ一緒になってきた

なと実感しているんですが、CE マーキングに適合していくことは大変だと思いま

す。また、アメリカの場合ですと ANSI です。やはり大変なんです。ですから、こ

の２つの分野に関してはエキスパートというか、コンサルタントがまだ結構います。

そういう意味では、これはパナソニックさんも先進的にいろいろやられているので、

結構大変な作業だったと思います。  

○宇賀座長 中村（雅）委員、どうぞ。  

○中村（雅）委員 中尾先生の最後のまとめ、特に（２）に非常に興味があるんで

すが、消費者庁がヨーロッパのように、規格の作成を命令する権限を持たないとい

けないという指摘は非常に重要だと思うんですけれども、その場合に消費者庁がど

ういう機能まで備えていなければいけないか。例えばある事故原因を分析してみて、

ここの規格をつくったら防げるのではないかと発見しなければいけないわけです。

そういう意味で事故をちゃんと情報収集することも必要だけれども、事故をきちん

と分析して原因究明するとか、いろんな機能がないと命令する権限だけ与えても動

けないと思うんです。だから消費者庁がこういう機能をきちんと果たせるようにす

るためには、どんな機能を備えることが必要か。その辺をちょっと教えていただけ

ればと思います。  

○中尾委員 まず分析官がたくさん必要です。けれども、原因究明は極めなくても

いいと思います。大体これが原因で壊れたねというのをメーカーのデータなどを見

せてもらって、それを防がなければいけないという命令だけを出すような、以前、

いすの事例がありましたね。おじいちゃん、おばあちゃんが座ったときにひっくり

返らないようないすをつくらなければいけないだろう。そのとおりだと思ったら高

齢者用のいすで、それはひっくり返らないものをつくれ、その命令だけを出すよう

な感じで、それはどのぐらい重心を下げなければいけないかとか、張り出しがどの

くらいなければいけないとか、そういう細かいことはそれぞれ規格をつくるような

経済産業省の人がやればいい話だったと思うんです。けれども、少なくとも分析す

るときに製品の分析はしなくていいけれども、全体で大体何台ぐらいのいすがあっ
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て、その中の何台ぐらいのいすはおじいちゃんが座るとひっくり返るものだから、

どのぐらいの事故が起きる。そこは分析しておいて、分析結果からこれは国民の生

命財産を守ることには合わないから直すべきだという命令を出す、そういう分析を

する人が必要なのではないかと私は思うんです。  

○中嶋委員 中村（雅）先生、今、事故をどうやって防ぐのか、もしくは事故をど

うやって摘発するかというお話をされているんですけれども、まず一番初めに消費

者庁もしくは各省庁がやるべきことは、安全基準をきちんとすべての製品について

示すことではないでしょうか。そして、それを遵守してくれと言うべきであります。

それが未然防止なんです。  

中尾先生の資料の６ページをちょっと見てください。規格の対象製品とあります。

中尾先生のレポートは欧州規格、EN です。これはウィーン協定で EN と ISO の規

格は一体化することとなっていますから、私は TC199 にいるんですけれども、ISO

には 250 ぐらいこの規格委員会があるのですが、ここに挙がっているものは全部規

格として決められています。この中には安全規格もきちんと入っているんです。  

日本の JIS 規格はすべての分野、すべての商品、サービスを網羅して整備されて

いるかというと、そうではありません。例えばエレベータには規格がございません。

これは建築基準法です。例えばクレーンも規格がございません。これは労働安全衛

生法の構造規格です。したがいましてすべての製品の安全規格をまず整備しないと

いけない。自転車に規格がありますか。ございません。  

このように考えると、まず事業者、企業が何によって物をつくればいいのかとい

う基準をつくって下さい。こういうふうにすれば安全になりますという法律をつく

ってください。その上で基準をつくってください。それは規格ですね。その規格を

強制化してください。そうすると我々民間企業は守ります。事故を起こしたから捕

まえるのではなくて、事故を起こさないような体制をつくってください。これが消

費者庁に求められている仕事だと思います。  

 以上です。  

○宇賀座長 鶴岡委員、どうぞ。  

○鶴岡委員 消費者庁が設置した事故調査の在り方に関する検討会で、大体結論が

今月中にまとまるということなんですけれども、それとの関連で私の印象といいま

すか、意見を申し上げたいと思うんですが、中尾委員から提出のあった資料の中で

出てくる安全基本法については、明治大学の向殿政男先生から提言がありまして、

本当にこれはいずれ据えていく必要があると私は思います。  

 この事故調査体制の在り方との関連でも、まさにこれが必要になってくるだろう。

というのは新しい事故調査体制の第一段階では既存の調査体制、いろんな官庁が持

っている体制と並行する形で、新しい事故調査機関をつくろうという方向になった

わけですけれども、その第二段階では事故調査体制を一元化した方がいいのではな
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いか。まさに私自身もその点については全く賛成でありまして、１つには消費者庁

がつくられるときの産業振興に偏した事故調査の在り方を正していく。これを全部

の事故調査に徹底するのには事故調査体制の一元化が必要であろう。  

同時に調査活動を効率化する、あるいは調査機関の人事管理を効率化する。そう

いう意味から言っても事故調査体制の一元化というのは、非常に役に立つに違いな

いと思うんです。  

このニューアプローチへ移行の動きが出ているということについて、いずれにし

てもグローバル化に対するハーモナイゼーションというのは、長期的に見れば絶対

必要になってくるだろうという点から、当然な動きと思うわけですけれども、消費

者庁にも是非この法律の制定に参加していただきたいと思うんです。  

というのは、事故調査体制の在り方の検討のときにも再三申し上げたんですが、

産業振興の観点に偏した安全対策対応、この象徴的な事例として経済産業省が関わ

ったガス機器の事故、非常にたくさんの死者が出たわけですけれども、それが縦割

行政の問題とか、そういったこともあって事故情報そのものは入っていたにもかか

わらず、きちんとした再発防止対策がとられなかった。これが象徴的な事例ですけ

れども、同じような事例は結構ほかにもあります。やはりこの安全基本法というの

は、そういった産業振興に偏した安全対策から消費者目線に立った安全対策を確立

していく。そういう上で安全基本法の所管には是非とも消費者庁に参加していただ

きたい。そういう意味でこのニューアプローチの法制化については、消費者庁も是

非関わっていただきたいと思います。  

以上です。  

○宇賀座長 中村（晶）委員、どうぞ。  

○中村（晶）委員 今の御発言にも関連して、今、お二方の先生の御説明を伺わせ

ていただいて、事務局に伺いたいと思うんですが、中嶋先生の資料に日本で製品安

全にニューアプローチが採用されるという経済産業省の資料が付いておりまして、

これが平成 22 年 11 月 26 日付になっているんですけれども、今この進行状況がど

れぐらいかと把握していらっしゃるかということと、消費者庁とか消費者委員会と

して何らかのコミットをしていらっしゃるのかという現状を教えていただきたい

というのが１つ。  

 また、こういう方向に現実的に今どれぐらい進んでいるのかと関連して、ここで

今、検討している安全情報の公表との関係で、こういうアプローチがもし採用され

る方向になったときに、どんな影響がありそうだと思っていらっしゃるのか教えて

いただきたいと思います。  

○齋藤審議官 なかなかすぐにお答えできるような問題ではないんですけれども、

まさにニューアプローチで経済産業省が取組み始めているという段階ではないか

と思いますので、その帰趨をよく見定めながら考えていく必要があるのではないか
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と思います。  

 この調査会との関係では、この専門調査会を始める段階で、そもそも先ほど鶴岡

委員のお話もありましたけれども、事故情報を消費者庁に集約していくということ

で、まず縦割りを打破して一元化する。その中で集約し、分析し、それを注意喚起

なり公表という形でつなげていく。その流れをまず消費者安全法という制度ができ

ましたので、消費生活用製品安全法の方も消費者庁に移管されるということで、そ

ういう体制ができましたので、その体制を所期の目的に沿って動いているかどうか

というところを評価点検していこうということで、この専門調査会を始めていただ

いておりまして、情報の収集、分析、公表という３つの観点に分けて、これまで御

議論してきていただいたと思っております。  

 その観点からしますと、今回御提起のありましたニューアプローチ、これは安全

の確保策といいますか、情報を更に生かして更に安全を確保するためにどうするか

という、そちらの方の問題に入ってくることでありますので、それは勿論重要な課

題であり、いずれ取り上げなければいけない課題であると考えておりますけれども、

今回この専門調査会の中では事故情報の収集、分析、提供、活用という範囲の中で

時間的制約もありますので、その範囲の中でお考えいただければいいのかなと思っ

ておりまして、これはまたニューアプローチがどうなるか、今すぐ物事が決まると

いう段階ではないと思っておりますので、これはまた注意深く見ていく必要がある

だろうと思っておりますし、このニューアプローチの問題がいずれまたこちらの情

報の収集、分析、提供の方にも跳ね返ってくることはあろうかと思いますけれども、

今その点についてどう跳ね返るかということを申し上げるほどの定見はないんで

すが、その辺はやはり視野には入れていく必要はあるだろうと思っております。  

 ただ、繰り返しになりますけれども、この専門調査会では当初から情報の収集、

分析、提供という、ある意味情報ということに絞った形で御議論をいただいてきて

おりますので、できればその範囲の中で御議論いただき、勿論いずれニューアプロ

ーチ方式ということで言われております安全確保策にも、いずれ発展していく必要

はあるだろうと思いますけれども、それはまた次の段階で考えていただければいい

のではないかと思います。  

 申し訳ありませんが、この専門調査会も今年の夏までにはある程度とりまとめと

いいますか、専門調査会としての考えをある程度まとめたところで一旦閉める必要

がございまして、これは消費者委員会の委員の任期との関係がございまして、夏で

消費者委員会としての１つの任期が切れますので、その次の段階で恐らく考えてい

くべき課題ではないかと考えています。  

○宇賀座長 中尾委員、どうぞ。  

○中尾委員 このニューアプローチについて、経済産業省の規格をつくろうという

委員会の委員にもなっているんですが、それはいろんな方法があるんですが、何の



27 
 

製品のどの事故に対して規格をつくるんだという動機のところを、経済産業省で調

べると書いてあったんです。  

経済産業省は NITE を持っているから、NITE の情報を使って調べると書いてい

たんですが、消費者庁がもっといいデータを持っているから、そのデータを使えば

いいと言うと、省庁が違う。だからそれはおかしいのではないのか。消費者庁のデ

ータは NITE のデータよりも包括した大きいデータを持っているから、そこでこれ

がおかしいと消費者庁が言ってきたものをスタートにして、こういう新しい方法で

規格をつくったらどうですかということを言ったんです。  

たまたま私がここでいろいろ教えてもらって、向こうの委員会でも同じことでお

かしいねと言えたけれども、それが共通集合になっている人はいないから、だから

これをやったときの動機づけも、彼らは彼らでやり始めるということを今、言って

います。  

○中村（晶）委員 消費者庁のできた時のいきさつなどからすると、やはりこうい

う議論のところに是非積極的にコミットしていただいて、こうやって委員の交流と

いうだけではなくて、是非とも消費者庁が担うんだというような感じで行っていた

だければと思う次第でございます。  

○宇賀座長 中川委員、どうぞ。  

○中川座長代理 齋藤審議官がおっしゃった、今回の会議のテーマではないのでは

ないかということについてちょっと違和感があるんです。会議のテーマのうち，情

報の活用に位置づけられるのではないかと思うのです。今ご紹介のあったニューア

プローチから出てきた１つの問題点は次のようなものだと思います。現在は消費者

安全法の規定では情報を得た消費者庁が 16 条、 17 条で公表以外にも、 16 条で他

省庁にもっと権限を使え、 17 条で事業者に対して勧告、命令ができると定められ

ています。こういう規定しかないわけですけれども、そういう権限だけでいいのか

という問題です。今の話ですとこの製品には規格がないから規格をつくってくださ

いということを、消費者庁が他省庁に対して言えるというふうな権限はどこにも書

いていないんです。  

他省庁に、今ある権限を使ってくださいとは現行法でも言える。国土交通省にこ

の命令権限を使ってくださいと言えるんです。しかし、例えばこういう性能を満た

すような基準がまだないが、本当はなければいけないでしょうという新たな視点を

他省庁に対して消費者庁として持っていく、伝えるという権限がなければいけない

のではないか。これはとても重要な問題だと思うんですけれども、それは今ないと

いうことは１つ検討課題だと思うんです。  

その際、性能規定がいいのか、それとも従来型の仕様規定がいいのか、それまた

いろいろあると思うんです。私は性能規定というアプローチが必ずしもいいと思っ

ていませんが、その点はともかくとして、性能規定の方がいいんだという形でもし
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消費者庁が言えるのであれば、それを他省庁に言うという、情報活用の仕方が必要

ではないか。そういった意味では、規格そのものをつくる権限が消費者庁になけれ

ばいけないということに対して、私は必ずしも賛成しないんです。そうではなくて、

そもそも規格がなければいけないのではないかということを提案する権限が消費

者庁になければいけないのではないかという意味では情報の活用の仕方、先ほどま

さに中尾委員がおっしゃったような、これだけデータを持っているんだから、今の

規制にかけてもおかしいでしょう。それについて何とかしてくださいという権限が

ないと宝の持ち腐れだし、経済産業省は経済産業省で勝手にやって、消費者庁は消

費者庁で情報だけあって活用をあまりしていないというのでは、非常に無駄なんで

す。という意味でこの点は、この検討会の議論の対象になるのかなと思います。  

ただ、とりまとめまでに時間がないですから、両論併記でやるとか、こういう意

見があったという程度で済まざるを得ないことはあると思いますけれども、まずそ

の１点を言っておきたいと思います。  

 もう一点ですけれども、中嶋委員の御報告によるとニューアプローチというのは

２個ポイントがあって、１つは性能規定。もう一つは包括的なんだということなん

です。包括的にかぶせる、つまりポジティブリストではなくて、すべての製品は安

全でなければいけないというのは、わが国ではすでに消費者安全法で実現していま

す。消費安全性というのがなかったらそれなりの対応をしますという態度表明を消

費者安全法がしていますので、ニューアプローチのうちの規制対象品目の包括化と

いうのは、我が国では対応しているのではないかと思っております。残るは先ほど

申しましたように抜けているところについて消費者庁が、では何をするのかといっ

た場合に今の 16 条、17 条では足りないのではないか、他省庁の目が十分に向けら

れていないところに消費者庁としてアイデアを提供するのであれば、むしろ言いや

すいのかもしれないという意味では、別の条文があった方がいいかもしれないと思

いますので、そこは抜けているところかなと思います。  

○中嶋委員 中川先生が言われましたことはごもっともで、いわゆる消費者安全法

というのは一般法ですから包括的に決めてあります。それに対して残りの３法は特

別法ですから、ある意味この法律は法律でなくて規格であってもいいと考えられる

わけです。規格を漏れなくつくって、それでもって包括法、鶴岡委員が基本法と言

われたんですけれども、包括的な法律で、この規格は強制ですよというふうにして

いただければ、それででき上がりだと思うんです。  

それが例えば今回の審議の対象になる、ならないという問題は、専門調査会発足

のときに消費者庁消費者安全課の野村課長さんともお話をしたんですけれども、恐

らく今回は対象にならないでしょうというお話はされていましたので、それは存じ

ているのですが、こういう問題もありますということで問題提起をさせていただい

たということです。  
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法改正が必要だろうという話もされていましたけれども、できたときから法改正

を考えるのかと冗談めいて話をしていたんですが、それも要るのかなと。ただ、食

品も含めて考えていただきたい。医薬品も含めて考えていただきたい。今、日本の

国は安全をすべて法律でまかなおうとしている。そうではないですね。規格でまか

なえる部分がないと、今どんどん開発されていく商品に追随できないこともあるの

で、単に経済産業省だけの問題ではない。国土交通省が管轄している商品、農林水

産省、厚生労働省が管轄している商品についても、消費者庁の視点からこういうこ

とを次のテーマとしてお考えいただく、もしくは今回の本委員会の中で付記として

扱っていただくことを考えていただくのは、あって良いのではないかと思います。 

 以上です。  

○宇賀座長 ありがとうございました。ほかよろしいでしょうか。  

 それでは、中尾委員、中嶋委員、どうもありがとうございました。もう余り時間

もなくなってしまったのですが、残された時間、前回の第７回から引き続きまして、

公表について御意見を伺いたいと思います。  

次回以降、これまで議論してまいりました製品事故の収集と分析、公表について

消費者委員会に報告するためのとりまとめを行っていきたいと考えております。そ

の今後のとりまとめも念頭に入れて御議論をお願いしたいと思います。  

 それでは、事故情報の公表について御意見のある方、御発言をお願いします。松

岡委員、どうぞ。  

○松岡委員 事故情報の公表ということで、今までいろいろと御議論を伺っていま

すと組織等をつくったり、方策をつくって、あるいはインターネットを使ってやる

というようなことも議論しておりますが、やはり消費者の中で高齢者とか子どもだ

とか子育て中の主婦とか、こういう方々が情報を入手するので一番手近なのは、や

はりテレビではないか。ちょっとプリミティブなところに戻って考えているんです

が、そうしますとテレビを有効に使った公表の方法というのが非常に重要ではない

かと考えております。  

 いろいろ見ておりますと、具体的なお話であれなんですが、NHK でまちかど情

報室というのを毎朝やっておりますね。あれは非常に興味を持って見ておりまして、

新しい製品で新しい機能を持ったものを非常にわかりやすく説明してくださる。１

つの方法としては是非あそこの中に事故情報を定期的に入れていただくという格

好でもってやっていただけると、私ども庶民と言ったらおかしいですが、インター

ネット等を使わなくても情報が入りやすいということを考えました。  

 それをもう少し発展させますと、例えばニュース番組の中で定期的に事故情報を、

全部は無理なんですが、スポットで入れていただく。ニュース番組を見ております

と大きなニュースがありまして、しばらく細かいニュースがあって、その後、途中

で必ず天気予報が入ります。天気予報が入った後、今度はスポーツ番組になって、
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皆さんスポーツ番組を見たいから、あるいは天気予報が必要だからということでず

っと流れで見ているということで、１つのアイデアとしては天気予報の後に事故情

報を必ずスポットで入れていただいて、その後、スポーツ番組に移っていただくこ

とを各放送局さんにお願いして、そういうパターンでもって日本の社会でそういう

文化をつくっていただければ、かなり注意喚起の情報が伝わってくるのではないか

と考えた次第でございます。非常にプリミティブな、素朴な考えですが、是非この

辺を御検討いただければと思っています。  

○宇賀座長 ありがとうございました。ほかいかがでしょうか。齋藤委員、どうぞ。  

○齋藤委員 資料３のカラーのページですけれども、最近の事故で生肉を食べて中

毒になったケースがありました。あの事故は資料３のルートの中できちんと上がっ

てきているのか。それに対してどのような反応が消費者庁からなされたのかという

ことを、御紹介いただければありがたいです。  

○金児首席情報分析官 資料３の中ですと、関係省庁である、厚生労働省から重大

事故として情報は来ております。それに対しまして、５月２日だったと思いますけ

れども、蓮舫大臣から消費者に向けてのメッセージを出し、また、厚生労働省に対

して文書で、どのような対応をとるのかということを照会しているところでござい

ます。このことは消費者庁ホームページに公表しております。  

○中村（雅）委員 関連するんですけれども、私はこのユッケ食中毒事故があった

ときに消費者庁の事故情報データバンクで、「生肉」というキーワードと「ユッケ」

というキーワードで検索してみたんです。生肉４件、ユッケ 19 件出てくる。もう

２年前からあるんです。  

 御存じだと思うんですが、全国の食品衛生の所管課長の連絡協議会の中で、９年

前から生肉についての規制強化、罰則付きの基準づくりとか、そういうことを毎年

のように提案し続けているんですけれども、何も動いていなかったんです。  

今、非常に気になるのは事故情報について一元化して消費者庁に集まってきてい

るんですが、毎週ただホームページにベタ貼りされているだけで、 19 件もユッケ

があるなら、そろそろ危ない、何とかしなければいけない、課長会議からも言われ

ている。だったら何か消費者庁から指令を飛ばして法制化しろ、みたいなこととか、

自分のところで検討できなければ食品衛生所管の厚生労働省辺りにきちんと言っ

ておけば、あの事故はもう少し早めに対応できたのではないかという気がします。 

 もう一つ問題なのは、事故情報 19 件を見ていますと業者名が出てこないとか、

事故の発生年月日が出てこないとか、非常に不十分な情報のまま入ってきているも

のが結構あって、あれでは集計しにくいのではないかという気もしますけれども、

その辺は集め方の視点ですね。今回のユッケの事故を教訓に、今までの集め方でよ

かったのか、公表もベタ貼り、毎週やっているだけでよかったのか、そこら辺をき

ちんと事故の未然防止とか予防につなげるような視点での整理を是非してもらい
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たい。そこは公表の在り方も含めて検討してもらいたいと、今回このケースを見て

本当に思いました。  

○齋藤委員 私も同じ思いを持って質問したわけです。同じようなことが、例えば

パロマの事故で 20 人ぐらい亡くなりましたけれども、長期間にわたって亡くなっ

ている。現在の仕組みでこれが発見できただろうかということに直結すると思うの

です。せっかく法改正まで行っていろんな仕組みをつくっているのに機能しないと

いうことでは困るので、今回のケースを大きな教訓として、さらに一歩進めてもら

えればありがたいと思います。  

○宇賀座長 鶴岡委員、どうぞ。  

○鶴岡委員 私も全く同じことを感じました。前回、固有名詞をできるだけ公表す

るようにという工夫をお願いしたわけですけれども、前回、中村（雅）さんが誤使

用か製品起因かという分類だけでこだわっているのは問題があるのではないかと

いう御指摘があったかと思うんですが、全く私も同感で、少なくとも誤使用であっ

ても続発するようであれば、やはりこれは対策が必要なんだということで、対策が

必要か否かというところを、どこまで公表するかについての重要な基準の１つとし

て考えていただく必要があるのではないか。今のユッケの話もそうですけれども、

続発しているということであれば、固有名詞を出しておけばこれは消費者が見る場

合でも、あるいは関係官庁が見る場合でも非常に参考になって、再発防止対策をス

ピーディに立てる上で役立つだろうと思うんです。そういう意味から固有名詞の公

表の範囲をもう一度見直していただきたいと思います。  

○宇賀座長 ありがとうございました。ほかいかがでしょう。中村（均）委員、ど

うぞ。  

○中村（均）委員 公表の仕方はそれでいいと思うんですけれども、反対側の受取

側の教育とか啓発とかをしていかないと、先ほど松岡委員がおっしゃったことは私

も考えたんですが、テレビでどれだけ報道してもなかなか受け取れないのか受け取

らないのかわかりませんけれども、そういう消費者の方もいっぱいいるわけです。

そこをどうやって押さえていくか並行して考えていかないと、物すごくパワーをか

けている割には実効性に乏しいといいますか、我々がリコールをやるときには最初

にテレビとか新聞とかやります。大体１週間はすごいフィードバックが来ます。そ

の後はすぱんと止まるんです。それで我々のつてでずっと探すんです。今もやって

います。やはり受取側が学校教育のところからもしっかりやっていくとか、いろい

ろな方法をとらなければいけない。先ほど中尾先生の御報告の中で欧州は RAPEX、

あれは公表側ですね。では受取側はヨーロッパの方々は言語も違う、風土、習慣も

違う、その中でどうやって RAPEX で公表したものを皆ちゃんととっていくんだろ

うか。そして自分の事故の安全をどうやって守っていくのか。その辺も是非お知り

だったらお教えいただきたいと思っているんですけれども、是非受取側といいます
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か、消費者の啓発をもう少し並行して考えていかないと、労多くして益少なしとい

う形になるような気がいたします。  

○宇賀座長 ありがとうございました。中尾委員、どうぞ。  

○中尾委員 公表の方法なんですけれども、こういう事故データをやったときに

RAPEX は偉いなと思ったのは、一つひとつのデータは RAPEX のホームページの

すぐ下に入っているんです。どちらかと言うと消費者庁は平成 22 年度は下のとこ

ろに入っていって、表があってなんていったら google が検索できないんです。だ

から表計算を使うようなものは使わないで、ベタ一面に書いてあって、写真も画像

で google で引っかかるようになっているんです。  

だから、なるべく google で引っかかるようなベタ一面で下の層に入れない。こ

れはその後のところにだらだらと続くようで、二十何件だらだら続いているんだけ

れども、それは何のためかというと google のためだと思います。 google で一層目

に来ているから、それで見られるようになるんだけれども、消費者庁は多分２層目、

３層目にまともなデータが入っているから、だれも google では見られない。だか

ら来たときに多分 google で今まで私が検索したときに、消費者庁のデータが出て

くることはなかった。だからそこのところをもう少し見えるようにしてもらいたい。 

 NITE はテレビ局の人とやたらに仲良くするんです。それで何か実験で燃えるデ

ータとか見せて、それでこれを記事にしませんかと記者会見をやっているんです。

新聞社の人はそういう画像が欲しいとは思わないけれども、国民生活センターも同

じようなことをやっています。画像を見て面白いと思いませんかと記者会見をやっ

ていくようにして、もっとデータとか、やったものをフィードバックするような試

みをしたらどうでしょうか。  

 以上です。  

○宇賀座長 佐野委員、どうぞ。  

○佐野委員 情報をいかに届くようにするかというのは、今まで事故情報だけでな

く、すべての啓発情報も届かないということで長年努力してきているんですが、私

は１つ消費者庁にお願いしたいというのはネットワークづくりです。中尾委員がお

っしゃったようにホームページで常に見ている方ばかりではなくて、お母さんは忙

しくて見られないとか、高齢者は見られない中でいかに伝えるかというのは、小さ

な子どもの親にはきちんとしたネットワークがあります。消費者団体、高齢者の団

体にもあるし、横のつながりをそれぞれが持っています。それらをいかに横につな

げるかというところが大きな盲点ではないかと常に思っていて、それは非常に大変

なことだと思います。  

 私たち民間がやれと言ってもなかなかできない。それは是非消費者庁が中心とな

って、例えば高齢者の事故だったらいち早く高齢者に伝わるような線をまず作り、

それから横に広げるような、何かそういう工夫ができるのではないか。それに関し
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てはみんな協力するのではないかと思っています。  

 ここではほとんど出てこなかったんですけれども、障害者の団体にも同じように

伝えなければいけない。私たちがリコール社告が必要だと言っていたときに、障害

者団体はリコール社告とは何か、そういうものが新聞に載っていることさえ知らな

かったそうです。やはり情報がきちんと行き届いていないということを考えていか

なければならないかなと思っています。それは是非消費者庁にお願いしたいし、こ

こでもどのようにやったらいいのかというのは次の委員会かもしれませんけれど

も、考えていただきたいと思います。  

 情報に関してですが、資料３で出てきている事故情報データバンクは確かにすご

い情報がたくさん集まっていて、類推すると約３万件になりますけれども、事業者

が持っている情報はこんなものではないはずです。それをいかに使えるかというの

も大きなところだと思います。重大事故に関しては消費生活用製品安全法できちん

と法律で報告しなければならないことになっていますが、食品その他は義務化には

なっていない。その辺りもきちんと義務化して、たくさんの情報を集めた上で分析

して伝えるという方法が１つ必要ではないかと思います。それによって事故の未然

防止ができるのではないかと思っていますので、事業者の情報をいかに集めるかと

いうところも考えていかなければいけないかなと思います。  

 あとは子どもの情報です。私が常に思っているのは、日本は子どもに関して非常

に冷たい。子どもに関する情報提供をどうするか、いかに集めて知らせていくかと

いうことも非常に重要なところかなと思いまして、特に子どもの事故に関しては力

を入れて情報を集めることをやっていただきたいと思います。  

○宇賀座長 ありがとうございました。橋本委員、どうぞ。  

○橋本委員 今、佐野委員もおっしゃったとおり、情報の公表については、先ほど

プレスリリースをかけてホームページでということなんですけれども、なかなか皆

さんのところに届かないということがあります。そういう中で私は北海道なんです

が、北海道では事故情報だけではなく、消費者被害ネットワークというものをつく

って、その中に福祉団体であるとか学校の公聴会であるとか、そういったネットワ

ークをつくっています。  

そのモデルを中心に地域で、現在北海道は 179 の市町村があるんですが、そのう

ち 42 の地域でそのネットワークづくりをして、何かあったときには情報を提供し

ています。特にコミュニティの高いところであれば、町内会などに防災組織と同じ

で、FAX で一緒に町内会に流せるという、そういう色々なコミュニティを使って流

すことをやっているんですけれども、是非そういったシステムづくりにおいて地域

におけるコミュニティをもっと利用すると、消費者庁の消費者への注意喚起が本当

に必要な人に届くのではないかと感じております。これも防災組織とかいろんな省

庁にまたがると思うんですが、せっかくできているコミュニティを是非利用してい
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くべきではないかと感じております。  

○宇賀座長 ありがとうございました。中嶋委員、どうぞ。  

○中嶋委員 ちょっと暴論を今から吐きます。  

 消費者にどうやって事故情報を伝えるかということなんですけれども、恐らく民

間のネットワークを幾らつなぎ合わせても全員には届かないだろうと思います。イ

ンターネットにしてもテレビにしても、スイッチを入れない限り消費者に届かない

です。インターネットですと立ち上げて、そこのホームページを開かない限り、消

費者庁のホームページを開かない限り届かない。  

では民間企業はどうしているかというと、ポストへの投げ込みをしているんです。

これは言ってみますと広告と同じやり方なんです。新聞の折込み広告と同じように、

嫌でも届くようにしている。これが今の広告のスタイルです。別の言い方をします

と、情報はエネルギーを持って伝えない限りどんな情報も届きません。このエネル

ギーには必ずお金がくっついています。では、そんな大したお金は要るのか。  

 もう一つ、今度は企業の立場から考えると消費者庁に助けてほしいことがありま

す。何かというとリコール情報です。新聞にリコール情報を出しますと一体幾らか

かるか御存じだと思うんです。６紙に出してしまったらおよそ 5,000 万から１億円

かかります。こんな事に耐えられる中小企業はあるでしょうか。輸入業者がいるで

しょうか。現実に消費者を助けないといけないのは大手企業ではなくて、中小及び

輸入業者の事故です。彼らにはやりたくてもできません。そうすると、そういう機

会をどうやって与えればいいでしょうか。極端に言えば１月に１回、６紙の一面を

消費者庁が値引きして買い取って、そこに情報を貼りつけて送り出すとか、そうい

うことをしていくというのも１つの方法ではないか。  

 今、嫌でも消費者が受け取ってくれるのはそれしかないんです。学生はどんどん

新聞を読まなくなっていますけれども、恐らくその方法が一番いいでしょう。だか

らこれは暴論です。お金のことを無視しています。  

 もう一つは学校教育の現場で、特に小学校、中学校ですけれども、製品事故、食

品事故について教えてもらえないか。こういう製品安全に関わってヨーロッパのこ

とを調べるチャンスがなかったんですが、産業廃棄物、民廃の処理についてはヨー

ロッパの情報、特にドイツについては調べる機会がありまして、学校教育でやって

おります。これはアメリカでもやっております。学校教育の中で取り上げていただ

くべきテーマではないかと思うんです。経済産業省では試みに１つ、２つトライア

ル事業でやり始めていますけれども、全国の小学校でいわゆる消費者の安全に関す

る製品事故に関するような授業を、１コマでも２コマでも持てるようにしていただ

ければ、これは大きなきっかけになるだろう。興味を持ってもらえればほかのもの

も見るようになる。そういうふうに思います。  

 以上です。  
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○宇賀座長 ありがとうございました。ほかよろしいでしょうか。阿南委員、どう

ぞ。  

○阿南委員 ちょっとだけです。今地方の消費者センターをきめ細やかにつくって

いこうと、体制整備が進んでいるわけですけれども、そこがその地域の情報ネット

ワークの要として働いていくことを、ちゃんとフォローしていく体制が必要だと思

うんです。今 PIO-NET で情報を本部といいますか、消費者庁に集めるだけなんで

すけれども、そのフィードバック、つまり地方で使えるような情報としてすぐに返

されていく体制です。地方は相談員さんもいらっしゃいますし、センターを核に消

費者団体もいっぱい連なっています。消費者教育の核にもなっていますので、そこ

をどうやって体制を強化していくかが重要だと思います。  

○宇賀座長 ありがとうございました。中尾委員、どうぞ。  

○中尾委員 インターネットをやるにしても画像なんです。YouTube に持っていっ

てやらなければいけないんです。小学校の先生はみんなインターネットを使って情

報を集めてきて見せているんです。そのときにやはり活字ではだめなんです。NITE

に学ばなければいけないのは、彼らは画像を YouTube に出しているから、例えば

トラッキングで燃えましたというデータをみんな使うんです。だからそういうふう

に情報を出していくことをしたらいかがでしょうか。  

○宇賀座長 ありがとうございました。ほかよろしいでしょうか。  

 本日の議題は以上です。最後に次回以降のとりまとめについてですが、今後議論

できる機会が６月と７月の２回となるため、各委員からメールで御意見をお聞きし

ながら素案となるものをまとめて、それを基に第９回の議論を実施したいと思いま

す。  

 事務局から連絡事項はございますでしょうか。  

 

≪４．その他≫  

 

○原事務局長 本日はご議論をありがとうございました。今、座長からお話があり

ましたように、事務局といたしましては本日までの事故情報の収集、分析、公表に

ついての皆様方の御議論を踏まえて、とりまとめのための素案をつくりたいと考え

ております。作業をいたしますが、６月初旬になるかと思いますけれども、素案を

各委員あてにメールでお送りをさせていただいて、精度を高めたものにいたしまし

て次回の専門調査会に提示をしたいと考えております。  

 なお、次回の日程については６月 28 日火曜日の 10 時から行う予定にしておりま

す。６月と７月と議論を重ねていただいて、とりまとめに向けての御努力をお願い

したいと思っております。  

 事務局からは以上です。  
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≪５．閉会≫  

 

○宇賀座長 それでは、本日はこれにて閉会とさせていただきます。御多忙のとこ

ろお集まりいただきまして誠にありがとうございました。  

（了）  

 


